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万人）が 66 〜 68 歳に達した団塊世代（1947 〜

49 年出生）で構成される（総務省「平成 27 年

国勢調査」）。団塊世代の多くは、日本型経営の

「三種の神器」である年功序列、終身雇用、企業

別組合の恩恵を享受してきたので、そのほかの

世代と比べて安定したライフコースを歩んでき

た。親元→社宅 ･ 寮→民間借家→持家というよ

うに、ライフステージの発達に応じて移り住む、

いわゆる「住宅双六のあがり」まで無事にたど

り着いた者は少なくない（谷 1997;2002）。

　地方出身者が多数を占める彼らは、進学や就

職のために定着した大都市圏で持家を求め、都

心から郊外へ向かう離心的な住居移動（人口の

郊外化）をおこなってきた。1970 年代以降に建

1　はじめに
　厚生労働省「平成 30 年簡易生命表の概況」に

よれば、2018 年（平成 30 年）時点の平均寿命は、

男性が 81.25 歳、 女性が 87.32 歳であり、1989

年（平成元年）よりも男性が 5.34 歳、女性が 5.55

歳、それぞれ延びている。文字通り「人生 100

年時代」に向けて、誰もが末永く心身ともに健

康で充実した人生を送れる社会の構築が切望さ

れよう。換言すれば、単に長寿大国として平均

寿命を延ばすのではなく、むしろ健康寿命をい

かに延ばしていくのかが問われている 1）。

　平穏な老後を過ごすためには、居住地と住環

境が重要となる。2015 年現在、65 歳以上人口は

全国で 3,346.5 万人おり、そのうちの 19.1％（637.8
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車は最も頼りになる移動手段である。ただし、

何人たりとも不老不死であり続けることはでき

ず、いずれは自家用車を手放さざるを得ない。

だとすれば、余力のあるうちに、自家用車に依

存しない生活を念頭に置く必要があろう。たと

えば、子が離家し、夫婦のみもしくは単身となっ

た高齢世帯は、郊外の戸建住宅よりも駅近やま

ちなかの集合住宅の方が、徒歩や公共交通機関

による日常生活を実現できたり、住居の維持 ･

管理が容易であったりするなど、生活しやすい

場合がある（佐藤ほか 2018）。後述するように、

持家取得後の住居移動は稀であり、現住居を終

の棲家に選ぶ傾向が強い 3）。しかし、最近の住

宅取得行動を分析した研究によれば、高齢世帯

ほど徒歩や公共交通機関による日常生活を実現

させるために、郊外の戸建住宅を処分し、最寄

駅徒歩圏の中古集合住宅に買い換えているとい

う（佐藤ほか 2018）。つまり、住宅双六のあが

りと目されてきた郊外の持家はあがりではなく、

むしろ高齢期を迎えてから実施される住居移動

の着地こそ、真のあがりとなる。

　そこで本稿では、東京大都市圏を事例として

高齢期を迎えてから実施される住居移動の特徴

と今後の住まい方を考察する。

　本稿の構成は次の通りである。2 章では高齢世

帯の住居分布と住居形態を整理した上で、3 章で

は今後の暮らし向きについて検討する。4 章で高

齢期の日常生活を支える親子近居と相互扶助の

関係を論じて、5 章をまとめとする。なお、東京

大都市圏の範囲は、特段の断りがない限り、茨

城県南部、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県

と定義する。

2　高齢世帯の住居分布と住居形態
　高齢期の住居移動を把握するためには、移動

した個人もしくは世帯の発地と着地に関する

設された大都市圏郊外のニュータウンは、当時

30 歳代の団塊世代が持家を取得するための受け

皿として機能したのである。

　ところが団塊世代の入居から 30 年以上が経過

した郊外住宅地では、住民の高齢化と建物の老

朽化が同時に進行する「二つの老い」に直面し

ている（佐藤 2019c）。団塊世代が入居した当時

は、郊外が有する緑豊かで静粛な住環境が育児

や子育てに適していた。しかし、丘陵地帯を宅

地造成した住宅地の中には、いくつもの高低差

が点在しており、若年〜壮年期には支障がなかっ

たものの、高齢期を迎えたこんにち、これらの

高低差が自然障壁となって彼らの行く手を阻ん

でいる（宮澤 2006;2015）。

　加えて、大型店の進出やインターネットコマー

ス（EC）の普及など、商業環境は大きく変化した。

その結果、自宅から徒歩圏の商店街はすでに廃

業し、自家用車を自身で運転しなければ、最寄

品の購入すらままならない住宅地は数多い。高

齢者ドライバーによる交通事故多発の現況を鑑

みれば、買い物や通院などの生活行動を自家用

車に依存しない地域社会のあり方が強く求めら

れよう。

　高齢者の生活行動に関する研究は、さまざま

な研究分野で分析が試みられている。筆者が専

門とする人文地理学では、都市構造と高齢者の

行動範囲との関係が論じられている。たとえば、

大型店の進出に伴う中心商業地の衰退が、高齢

者の買い物機会を喪失させるという「買い物困

難者」の生活行動が論究されている 2）。自宅から

実店舗まで到達できず、日常生活に支障を来す

「フードデザート問題」では、商業環境の変化に

よって高齢者が脱落することのない地域社会の

形成が議論されている（岩間ほか 2009;2016、岩

間 2017）。

　身体機能が弱化した高齢者にとって、自家用
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現在の境界を用いるものとする。

　東京大都市圏全体の 65 歳以上人口数は、1980

年時点で 213.8 万人であったが、2015 年時点に

は 901.3 万人となって、4.2 倍（687.5 万人増）に

増加した。市区町村別に高齢者居住比率をみて

いくと、1980 年時点（N ＝ 213.8 万人）で、横浜

市が 8.1％と最も比率が高く、次いで世田谷区が

3.0％、川崎市が 2.7％、さいたま市と大田区が

2.6％と続いている。集計上、政令指定都市の区

を考慮していないので、比率が市の面積によっ

て過大に算出される恐れはあるが、総じて都心

周辺と郊外に比率の高い市区が広がっている。

大都市圏外縁に目を向けると、茨城県南部、埼

玉県北西部、千葉県東部 ･ 南部などにも、比較

的比率の高い市町村が存在している。

　一方 2015 年（N ＝ 901.3 万人）になると、上位

5 位の順位に若干の変化がみられる。最も比率

の高い横浜市は 9.6％で変わらず、さいたま市が

3.2％、川崎市が 3.1％、千葉市が 2.6％、世田谷

区が 2.0％と続く。依然として、都心周辺と郊外

の比率は高いが、大都市圏外縁では、茨城県南

OD データ（origin-destination data）が必要とな

る。管見の限り、こうしたデータは広く公表され

ていないので、本稿では便宜的に総務省「国勢

調査」を用いて、65 歳以上人口の分布を 2 時点

で比較しながら、住居移動の特徴を敷衍する。

　前章で述べたとおり、2015 年時点における 65

歳以上人口の中核は、1947 〜 49 年出生の団塊

世代である。そこで彼らが 31 〜 33 歳であった

1980 年と、66 〜 68 歳であった 2015 年の 2 時点

で分布を比較する。その際、住居分布の変化をよ

り明確に把握するため、全年齢に対する 65 歳以

上人口の割合（高齢者人口比率）ではなく、東京

大都市圏に居住する 65 歳以上人口総数に対する

各市区町村に居住する 65 歳以上人口の割合（高

齢者居住比率）を求めることにする（図 1）4）。

ただし、この数値には留意すべき点がある。国勢

調査では、2 時点の人口数を差し引いた増減しか

把握できないので、増減数には自然増と社会増

が合算されている。また、集計する市区町村境

界は 1980 〜 2015 年に実施された合併や政令市

移行に伴う区制は考慮せず、2015 年 3 月 31 日
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図 1　市区町村別高齢者居住比率

1980 年 2015 年
注）市区町村の境界は 2015 年 3 月 31 日現在のものとし、さいたま市、千葉市、川崎市、横浜市、相模原市は区を

考慮せずに一括して集計した。図中の円は千代田区の重心点から半径 40km を示す。
出所）総務省「国勢調査」により筆者作成



減少に転じていると理解できる。都心 40km 圏の

比率が拡大した点については、1 章で言及したよ

うに、1970 年代以降に卓越した人口の郊外化と

符合するものであり、団塊世代が持家を取得す

るために郊外へ移り住んだ帰結と解釈できよう。

　以上のように、2015 年時点で高齢者が郊外に

集住していることを確認したが、彼らは郊外で

どのような住居に居住しているのだろうか。総

務省「平成 30 年住宅 ･ 土地統計調査」によれば、

高齢世帯 6）の大部分は持家に居住している。持

家（戸建と集合を含む）に居住している割合は、

東京大都市圏全体（284.1 万世帯）の 73.6％を占

めており、借家を大きく上回る。近年、アパー

トやマンションなどの民間借家が多数供給され、

「生涯借家暮らし」という選択肢が広がりを見せ

ているが、高齢世帯の多くは借家ではなく、持

家に居住しているのである。

　ただし、持家率は都県によって地域差があ

る（表 1）。同様の統計を用いて持家率を都県別

に集計してみると、茨城県が 86.4％、千葉県が

81.3％、埼玉県が 79.9％、神奈川県が 74.9％、東

京都が 63.7％なっており、地価を反映して郊外

ほど持家率が高い。

　それでは、高齢期を迎えてから持家を取得し

た世帯は、どのようにして現住居を取得したの

だろうか。この点については、国土交通省「平

成 25 年住生活総合調査」に集計値が存在する 7）。

同調査よれば、持家の取得方法を、①新築の住

宅を購入する、②中古住宅を購入する、③新築

する（ただし建て替えを除く）、④建て替える、

⑤相続 ･ 贈与の 5 つに分類している。東京大都

市圏ではなく全国の集計値（N ＝ 16,368）となる

が、高齢期を迎えてからの持家取得では、「建て

替える」の 29.2％が最も高く、次いで「新築する」

の 28.1％、「新築の住宅を購入する」の 13.6％、

「相続 ･ 贈与」の 11.4％、「中古住宅を購入する」

部と埼玉県北部を除くと、高齢者居住比率は軒

並み低下している。

　確かに 1980 〜 2015 年の増加寄与率 5）を集計

してみると、横浜市が10.1％、さいたま市が3.3％、

川崎市が 3.2％、千葉市が 2.9％、相模原市が 2.1％

となっており、都心 40km 圏に位置する政令指定

都市で高齢者が増えている。逆に、増加寄与率

の下位を挙げると、埼玉県東秩父村、東京都檜

原村、神奈川県清川村、東京都奥多摩町、千葉

県神崎町などは、値が 0.01％以下であり、これ

らの町村では高齢者の増加はごくわずかにとど

まっている。

　両年の高齢者居住比率を都心距離帯別に集計

したグラフが図 2 である。グラフを見ると、1980

年時点のボリュームゾーンは 20km 圏であるの

に対して、2015 年時点のそれは都心 30km 圏に

移動している。なかでも、都心 30km 圏では 5.8

ポイント、40km 圏では 5.7 ポイントそれぞれ上

昇している。一方、都心 10km 圏と 70km 以遠で

は比率の低下が著しい。

　つまり、1980 〜 2015 年に 65 歳以上人口が郊

外への集中を強めているのと同時に、外縁では

出所）総務省「国勢調査」により筆者作成 

図 2 都心距離帯別高齢者居住比率
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高い。ただし、住み替えやリフォームを予定し

ていない世帯の中には、経済的な理由などで実

施できない世帯が含まれていることに留意する

必要がある。

　佐藤（2019c）によれば、現在、郊外住宅地に

居住している高齢世帯が選択し得る暮らし向き

には、①積極的定住型、②消極的定住型、③積

極的移住型、④消極的移住型の 4 つがある。な

かでも、消極的定住型は、「老後は温暖な土地へ

移住する意向を持ちながらも、現実的には、現

住居に定住せざるを得ないケース」である。定

住せざるを得ない理由には、経済的に自立でき

ない子がいたり、住宅ローンの含み損が発生し

ていたりすることが想定される。

　つまり、現住居に満足し、現住居を終の棲家

にしようと積極的に考えているとは断定できな

い。そもそも、持家取得は生涯で最大の買い物

であって、買い替えることは極めて難しい。持

家を取得した経験のある全国の高齢世帯（N

＝ 32,433）が、持家を取得した回数は、1 回が

77.2％、2 回が 19.1％、3 回以上が 3.7％となって

いる 9）。ひとたび持家を取得してしまうと、以後、

容易には転居することができず、結果的に取得

した持家が終の棲家になることをこれらの数値

は如実に表している。

の 11.0％が続いている。相対して、結婚や第一

子誕生などによって持家取得志向が高まる世帯

主 30 〜 49 歳の世帯（N ＝ 7,935）では、「新築す

る」の 38.0％が最も高く、次いで「新築の住宅を

購入する」の 26.7％、「中古住宅を購入する」の

16.1％、「建て替える」の 11.1％、「相続 ･ 贈与」

の 4.8％が続いている。

　つまり、高齢世帯はすでに持家を取得してい

る世帯が多いので、高齢期を迎えてからの持家

取得では、建て替えが高い割合を占めるのは当

然であろう。一方で、現住居とは別の土地に住

宅を新築したり、新築や中古住宅を取得する世

帯も一定数おり、現住居よりも利便性の高い地

区へ転居している可能性が考えられる。

3　高齢世帯における今後の住まい方
　本章では、前章に引き続き、国土交通省「平

成 25 年住生活総合調査」を手がかりとして、高

齢世帯が希望する今後の住まい方を考察する。

　今後または将来の住み替え ･ 改善意向をみて

いくと、全国の高齢世帯（N ＝ 51,871）のうち「住

み替えたい」8） が 19.7％、「建て替えたい、リ

フォームしたい」が 17.2％、「住み替え ･ 改善は

考えていない」が 63.1％と回答しており、当面、

住み替えやリフォームを予定していない割合が
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表 1　高齢世帯の住居形態（2018 年）

　 茨城県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県
千世帯数 ％ 千世帯数 ％ 千世帯数 ％ 千世帯数 ％ 千世帯数 ％

持家 224.4 86.4 544.4 79.9 515.4 81.3 877.9 63.7 678.8 74.9 

借家

公 営 ･ 都 市
再 生 機 構 ･
公社

9.4 3.6 43.5 6.4 44.9 7.1 202.3 14.7 81.3 9.0 

民営 2.5 9.6 91.1 13.4 71.7 11.3 291.0 21.1 141.7 15.6 
給与住宅 0.4 0.2 0.7 0.1 0.8 0.1 3.7 0.3 1.5 0.2 

同居世帯 0.5 0.2 1.8 0.3 1.3 0.2 3.1 0.2 3.0 0.3 
住宅以外の建物に
居住 0.1 0.0 0.2 0.0 0.1 0.0 0.3 0.0 0.1 0.0 

総計 259.8 100 681.7 100 634.2 100 1378.3 100 906.4 100 
出所）総務省「平成 30 年住宅 ･ 土地統計調査」により筆者作成



ら遠方になるのに従って拡大している。この調

査は全国かつ全年齢を対象としているが、自家

用車が利用できない高齢者にとって、その代替

手段となる公共交通機関を自由に利用できなけ

れば、生活の質を引き下げることになりかねな

い。心身ともに余力のあるうちに、郊外の戸建

持家を処分し、交通利便性の高い駅近やまちな

かの集合住宅に移り住むことは、こうしたリス

クを予見した行動と読み取ることができる（大

塚 2014;2015、富田 2015、佐藤ほか 2018）。

　交通利便性の高い地区に移り住む動きは、今

後、住み替えを希望する居住地を集計した結果

からも指摘できる。全国の高齢世帯（N ＝ 1,494） 

のうち「現住居と同じ市区町村内」に住み替えを

希望する割合は 28.5％と最も高く、「現住居から

徒歩圏」の 9.3％、「現住居と同じ都道府県」の

14.0％、「現住居とは他の都道府県内」の 11.9％

を大きく上回っている。つまり、現住居から縁

もゆかりもない土地へ転居するのではなく、か

つ現住居から徒歩圏でもない。むしろ、現在暮

らしている生活圏でより利便性の高い地区への

転居を希望しているのである 10）。

4　親子近居と相互扶助
　前章では高齢世帯が希望する今後の住まい方

を考察したが、今後、住み替えを検討している

世帯は少数派であり、引き続き現住居で生活す

る世帯が 6 割に上ることを明らかにした。たと

え、交通利便性の高い地区へ転居できなくても、

子や近隣住民などの他者による支援を受けるこ

とによって、より長く現住居での日常生活を維

持することができるだろう。とりわけ、子が近

居していれば、親子間の相互扶助の関係が構築

しやすい。具体的には子が育児や子育てを親に

依頼し、親は買い物や通院の援助を子に依頼す

ることができる。

　高齢期を迎えてからの転居は、統計調査の結

果で明らかなように、決して多いとは言えない

のが実情である。同調査には数少ない事例なが

らも、高齢世帯が転居した理由が複数回答によ

る集計値で公表されている。この結果によると、

高齢期を迎えてから転居した世帯（N ＝ 1,494）

のうち「高齢期の生活の安全･安心や住みやすさ

の向上」を理由とした割合が 34.7％で最も高く、

次いで「介護を受けやすくする」が 13.9％、「親、

子などとの同居 ･ 隣居 ･ 近居」が 12.9％、「日常

の買物、医療などの利便の向上」が 9.2％と続い

ている。1 章で述べたとおり、高齢世帯にとって

日常生活を維持する上で、買い物と通院は重要

な生活行動である。転居によって、商業施設や

病院へのアクセスを良くしたり、他者による支

援を受けやすくしたりすることは、身体的な弱

化に備える上で合理的な住環境の改善といえる

だろう。

　ちなみに、自宅から最寄駅までの距離と住環

境に対する満足度には強い関連性がある。図 3

によれば、現住居の住環境に対して「多少不

満」「非常に不満」と回答した割合は、最寄駅か

9.2 12.4 
18.9 

30.9 

43.8 

0
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20
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図3　最寄駅までの距離と住居環境の
　　  不満足度（全国） 

注）数値は「多少不満」・「非常に不満」の割合を示す。
出所）国土交通省「平成25年住生活総合調査」により
　　筆者作成
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居住していれば、これら高齢世帯が抱えている

問題は、かなりの部分が解消されるのではなか

ろうか。同時に高齢の親世帯を支える子世帯も、

いまや夫婦共働きが一般的である。内閣府（2018）

によれば、男性雇用者と無業の妻からなる世帯

は、1980 年時点で全国に 1,114 万世帯存在した

が、2017 年には 641 万世帯まで減少している。

一方、夫婦共働き世帯は、同様の期間で 614 万

世帯から 1,188 万世帯に増加している。夫婦共働

きが一般化する中で、育児や子育ての支援を実

家から受けられることは、多忙を極める子世帯

にとって心強かろう（佐藤 2020）。

5　おわりに
　本稿の目的は、東京大都市圏を事例として高

齢期を迎えてから実施される住居移動の特徴と

今後の住まい方を考察することであった。1980

年と 2015 年時点における 65 歳以上人口分布を

比較したところ、都心 40km 圏の郊外で居住比率

が上昇していることが明らかとなった。高齢世

帯が郊外に集住したのは、地方出身者の多い団

塊世代が、進学や就職のために定着した大都市

圏で持家取得を志向し、都心から郊外へ向かう

住居移動を実行した帰結といえる。

　近年、民間借家が多数供給される中、2015 年

　総務省「平成 30 年住宅 ･ 土地統計調査」によ

れば、高齢世帯における子の居住地は同居より

も圧倒的に別居が多いことがわかる（表 2）。「一

緒に住んでいる」割合は 1 都 3 県でばらつきが

あるものの、いずれも一桁の水準である。一方、

別居子の居住地をみていくと、「片道 1 時間未満

の場所に住んでいる」割合が 35.7 〜 38.5％と最

も高く、「片道 1 時間以上の場所に住んでいる」

割合をわずかながら上回っている。別居子の居住

地が実家から片道 1 時間未満であれば、毎日訪

問するのは難しいが、月に 1 回程度訪問するの

であれば、適当な時間距離といえるだろう。か

つて筆者が実施した群馬県高崎市の郊外住宅地

の事例に従えば、別居子の約 5 割が県内に居住

しており、来訪頻度は月に 1 回程度である親子

関係が最も多かった（佐藤 2019b）11）。

　内閣府「平成 30 年高齢者の住宅と生活環境に

関する調査」によれば、持家（戸建）に居住し

ている高齢世帯（N ＝ 1,523）がふだんの生活で不

便を感じている点は、「日常の買い物に不便」が

17.5％、「交通機関が高齢者には使いにくい、ま

たは整備されていない」が 16.1％、「医院や病院

への通院に不便」が 15.7％となっており、これ

らの選択肢が上位を占める。親子が近すぎず、

遠すぎず、いわば「スープの冷めない距離」に

表 2　高齢世帯における子の居住地
（％）

子がいる世帯数 一緒に住んでい
る割合

徒歩 5 分程度の
場所に住んでい
る割合

片 道 15 分 未 満
の場所に住んで
いる割合

片道 1 時間未満
の場所に住んで
いる割合

片道 1 時間以上
の場所に住んで
いる割合

埼玉県 409,400 7.1 9.9 16.8 36.0 30.3 

千葉県 382,000 5.2 8.5 14.7 35.7 35.9 

東京都 583,600 9.6 10.1 15.0 37.0 28.3 

神奈川県 520,300 7.4 8.9 14.0 38.5 31.2 

総計 1,895,300 7.6 9.4 15.0 36.9 31.1 
出所）「平成 30 年住宅 ･ 土地統計調査」により筆者作成
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現在 40 歳代後半に差し掛かっている。学卒後の

約 20 年間、有効な雇用対策を受けることもなく、

雇用調整に翻弄された彼らは、一度も正規雇用

に就職することができず、アルバイトやパート、

派遣社員等の非正規雇用、あるいは無職のまま

で過ごしてきた者が少なくない。そのため、十

分な蓄財がされておらず、持家を取得する経済

的な余力は残されていない可能性が高い。現在

の高齢世帯はもちろんのこと、20 年後 30 年後

の「将来の高齢世帯」を含めて、平穏な老後を過

ごすためには、居住地と住環境がより重要にな

ると思われる。経済的にハンディを負う団塊ジュ

ニア世代とさらに若い世代が、どこで働き、ど

こに住まうのか。若年〜壮年世代の職住関係を

理解することは、将来の高齢世帯がいかなる居

住地や住環境を選択するのかの理解につながる。

この点に関しては今後の課題としたい。

【注】

1）厚生労働省『平成 26 年版厚生労働白書』によ

れば、健康寿命とは「人の寿命において、健康上

の問題で日常生活が制限されることなく生活でき

る期間」を指し、男性が 70.42 年（平均寿命 :79.55

年）、女性が 73.62 年（同 86.30 年）と推計している。

 ht tp s : / /www.mh lw .go . j p /wp/hakusyo/ 

kousei/14/index.html（2019 年 12 月 25 日取得）。

2）たとえば、稲垣（2018）や佐藤（2019d）など。

3）高齢期における住居移動研究に関しては田原ほ

か（2003）が詳しい。

4）1980 年時点の 65 歳以上人口は、1915 年以前に

出生した世代であり、おおむね団塊世代の親世代

に相当する。

5）増加寄与率とは、1980 〜 2015 年のある市にお

ける人口増加数から東京都市圏全体の人口増加数

を除した値である。

6）総務省「平成 30 年住宅 ･ 土地統計調査」の「用

時点で東京大都市圏内に居住する高齢世帯の大

半は持家に居住している。高齢期を迎えてから

持家を取得した世帯は、建て替えによる取得と

ともに、現住居とは別の土地に住宅を新築した

り、新築 ･ 中古住宅を取得したりする世帯も一

定数おり、現住居よりも交通利便性の高い地区

へ転居しているものとみられる。確かに、今後

住み替えを希望する居住地として、「現住居と同

じ市区町村内」を挙げる高齢世帯が多く、現在

暮らしている生活圏でより利便性の高い地区、

具体的にはまちなかや駅近といった、日常生活

を徒歩や公共交通機関で充足できる地区への転

居を希望している。このような動向は、身体機

能の弱化を予見して、余力のあるうちに自家用

車に依存しない日常生活を構築することと軌を

一にしている。

　高齢世帯の日常生活を支えるためには、親子

近居による相互扶助の関係を築くことが有効で

ある。親子が相互扶助の関係を築けば、高齢の

親世帯は買い物や通院の支援を子世帯から受け

られ、夫婦共働きで多忙な子世帯は育児や子育

ての支援を親世帯から受けられる。

　人口減少 ･ 少子高齢化社会に移行した日本で

は、膨大な住宅ストックを抱える事態となって

いる（佐藤 2019a）。換言すれば、一般消費者が

さまざまな条件の住宅を選択しやすい環境にあ

るといえる。今後、持家取得を志す若年〜壮年

世代は、立地条件や住環境の優れた住宅を志向

することから、「二つの老い」に直面している郊

外住宅地は、次世代の住まい手を失って選別 ･

淘汰される可能性が高い 12）。加えて、晩婚化や

非婚化によって 1 世帯あたりの家族人員は縮小

の一途を辿っており、将来的にみると、郊外の

戸建持家が住宅双六のあがりとはならないだろ

う。

　団塊世代の子にあたる団塊ジュニア世代は、
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歩圏居住に向けた中古集合住宅の役割―2000 年代
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佐藤英人（2019a）「日本における空き家の概況と

先行研究の動向」高崎経済大学地域科学研究所編

『空き家問題の背景と対策―未利用不動産の有効

活用―』日本経済評論社、pp.1-20。

佐藤英人（2019b）「人口置換がすすむ郊外住宅地

語の解説」によると、高齢世帯とは、65 歳以上の

単身世帯と 65 歳以上の夫婦世帯（いずれか一方

のみが 65 歳以上夫婦および夫婦とも 65 歳以上）

を指す。

7）国土交通省「平成 25 年住生活総合調査」は、

同省「平成 25 年住宅 ･ 土地統計調査」の調査対

象世帯のうちの普通世帯から無作為に抽出した世

帯を対象としている。対象世帯数 85,302 世帯のう

ち、有効回答率は 89.2% である。

 https://www. mlit.go.jp/report/press/house02_

hh_000098.html（2019 年 12 月 25 日取得）。

8）「住み替えたい」と回答した高齢世帯（N ＝

10,206）のうち、83.2％が持家（戸建 ･ 集合を含む）

を希望しているのに対して、サービス付き高齢者

向け住宅（サ高住）を希望する世帯は 1.8％、有

料老人ホームを希望する世帯は 1.3％と極めて低

い割合にとどまっている。

9）ただし、取得回数不明の 4,212 世帯は除く。

10）持家取得に伴う住居移動が比較的短距離であ

ることは、吉田ほか（2007）、小泉ほか（2011）、

佐藤（2019b）も同様の指摘をしている。

11）千里ニュータウンを事例とした香川（2011）でも、

同様の結果が得られている。

12）住宅地の選別 ･ 淘汰に関する研究は、吉田（2010）

や Pallagst and Martinez-Fernandez （2014）、 饗

庭（2015）などが詳しい。
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